
 

第 193 回「柏崎刈羽原子力発電所の透明性を確保する地域の会」 

ご説明内容 

 

 

１． 日 時 2019 年 7月 3日（水）18:30～20:50  

 

２． 場 所 柏崎原子力広報センター ２Ｆ研修室  

 

３． 内 容 

 

（１）前回定例会以降の動き、質疑応答 

   （東京電力 HD、原子力規制庁、資源エネルギー庁、新潟県、 

柏崎市、刈羽村） 

（２）フリートーク（要望書の回答について） 

（３）その他、フリートーク 

 

添付：第 193 回「地域の会」定例会資料 

 

 

以 上 



2 0 1 9 年 ７ 月 ３ 日 

東 京 電 力 ホ ー ル デ ィ ン グ ス 株 式 会 社 

柏崎刈羽原子力発電所 

 

第 193 回「地域の会」定例会資料 〔前回定例会以降の動き〕 

 

【発電所に係る情報】 

・ ６月 10 日 福島第一原子力発電所、福島第二原子力発電所および柏崎刈羽原子力 

発電所の防災訓練実施結果報告書の提出について               〔P.２〕 

・ ６月13日 防火区画貫通部の是正状況 について              〔P.３〕 

・ ６月13日 柏崎刈羽原子力発電所における安全対策の取り組み状況について 〔P.４〕  

・ ６月 18 日 柏崎刈羽原子力発電所１号機非常用ディーゼル発電機の過給機      

軸固着に関する報告書（補正版）の提出について               〔P.11〕 

・ ６月 18 日 地震発生後のプラント状況について(22 時 30 分現在、第 1報)    〔P.12〕 

・ ６月 18 日 地震発生後のプラント状況について(22 時 50 分現在、第 2報)訂正〔P.14〕 

・ ６月 18 日 地震発生後のプラント状況について(23 時 30 分現在、第 3報)  〔P.16〕 

・ ６月 19 日 6 月 18 日午後 10 時 22 分頃に発生した地震による当社設備 

への影響について                                           〔P.18〕 

・ ６月 19 日 地震発生後のプラント状況について 

(4時45分現在、第4報（最終報）)                              〔P.19〕 

・ ６月 19 日 柏崎刈羽原子力発電所６、７号機の原子炉設置変更許可について  〔P.21〕 

 

【その他】 

・ ６月 ６日  新潟本社行動計画の取り組み状況について                     〔P.25〕 

・ ６月 11 日 青森事業本部の設置について                 〔P.35〕 

・ ６月 13 日 「東日本高速道路株式会社と東京電力ホールディングス株式会社の 

連携に関する協定」 の締結について             〔P.37〕 

・ ７月 ３日 コミュニケーション活動の報告と改善事項について（6月活動報告）〔P.44〕 

 

【福島の進捗状況に関する主な情報】 

・ ６月 27 日 福島第一原子力発電所の廃止措置等に向けた中長期ロードマップ 

進捗状況(概要版)                〔別紙〕 

 

 

 

 

 

 

 

  

以 上 

＜参考＞ 
 当社原子力発電所の公表基準（平成 15 年 11 月策定）における不適合事象の公表区分について 

区分Ⅰ  法律に基づく報告事象等の重要な事象 
区分Ⅱ  運転保守管理上重要な事象 
区分Ⅲ  運転保守管理情報の内、信頼性を確保する観点からすみやかに詳細を公表する事象 
その他  上記以外の不適合事象 
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福島第一原子力発電所、福島第二原子力発電所および柏崎刈羽原子力発電所の 

防災訓練実施結果報告書の提出について 

 

2019 年６月 10 日 

東京電力ホールディングス株式会社 

 

当社は、2000 年 6 月に施行された原子力災害対策特別措置法に基づき、福島第一

原子力発電所、福島第二原子力発電所、柏崎刈羽原子力発電所の発電所ごとに作成し

た「原子力事業者防災業務計画＊」に従い、防災訓練を実施しています。 

 

原子力災害対策特別措置法の規定において、原子力事業者は防災訓練の実施結果に

ついて、原子力規制委員会に報告するとともに、その要旨を公表することとなってお

ります。 

 

本日、福島第一原子力発電所、福島第二原子力発電所および柏崎刈羽原子力発電所

の「防災訓練実施結果報告書」を原子力規制委員会に提出しましたのでお知らせいた

します。 

 

以 上 

 
 

＊「原子力事業者防災業務計画」 

原子力災害対策特別措置法に基づき、原子力災害の発生および拡大の防止、並びに原子

力災害時の復旧に必要な業務等について定めたもの。 

 

○別添資料 

・福島第一原子力発電所「防災訓練実施結果報告書」 

・福島第二原子力発電所「防災訓練実施結果報告書」 

・柏崎刈羽原子力発電所「防災訓練実施結果報告書」 

※報告書につきましては当社ホームページを参照願います。 

掲載場所：http://www.tepco.co.jp/press/release/2019/1515380_8709.html 

 

【本件に関するお問い合わせ】 

東京電力ホールディングス株式会社 

広報室 原子力広報グループ 03-6373-1111（代表） 

【本件に関するお問い合わせ】 

東京電力ホールディングス株式会社 

広報室 原子力広報グループ 03-6373-1111（代表） 

【本件に関するお問い合わせ】 

東京電力ホールディングス株式会社 

広報室 原子力広報グループ 03-6373-1111（代表） 
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【本件に関するお問い合わせ】 
東京電力ホールディングス株式会社 

柏崎刈羽原子力発電所 広報部 報道グループ 0257-45-3131（代表） 

 

（お知らせメモ） 

防火区画貫通部の是正状況について 

2019年 6月 13日 

東京電力ホールディングス株式会社 

柏崎刈羽原子力発電所 
 
 当所では現在、１～7号機およびその他共用施設等の防火区画の貫通部について、是正
を進めております。 
前回の公表（2019年 5月 16日）以降、1号機で 7箇所、3号機で 1箇所、5号機で 3

箇所の是正作業を完了しました。 

また、防火処置未実施箇所の是正については、2019年 7月末を目途に作業を進めてま
いります。  
 是正状況については、以下の通りです。 

【是正状況】                           2019年 6月 12日現在 

号機 
防火処置 

未実施箇所数※１ 
是正箇所数※１ 備考 

１号機 53※２ 28 (21) ※２  

２号機 6 4 (4)  

３号機 5 1 (0)  

４号機 1 0 (0)  

５号機 14 8 (5)  

６号機 7 1 (1)  

７号機 2 2 (2) 是正作業完了 

その他 

プラント共用施設 0 0 (0) － 

事務所等 124 124 (124) 是正作業完了 

計 212 168(157)  

注記：下線は、前回 2019年 5月 16日公表からの更新箇所 
（ ）内は、前回 2019年 5月 16日公表の数 

 プラント共用施設は、固体廃棄物貯蔵庫等 
事務所等は、事務本館、サービスホール等 
なお、発電所敷地外にあるエネルギーホールにて確認した 11箇所の防火処置未実施箇所について、 
是正作業を完了しました 
以下の共用施設については、それぞれの代表号機である 1,3,5,6号機に含めて集計 
１号機：1,2号機サービス建屋、1～4号機洗濯設備建屋、1～4号機焼却建屋 

   ３号機：3,4号機サービス建屋 
   ５号機：5～7号機洗濯設備建屋、5～7号機焼却建屋 
   ６号機：6,7号機サービス建屋、6,7号機廃棄物処理建屋 

※１ 2018年 3月 22日までにお知らせした箇所数を含む 
    なお、2号機については 2017年 7月に確認された 2箇所を含む 
※２ 2018年 3月 22日にお知らせした、その他共用施設等の 7箇所（1,2号機サービス建屋 3箇 

所、1～4号機洗濯設備建屋 4箇所）については、１号機施設とする 
以 上 
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柏崎刈羽原子力発電所１号機非常用ディーゼル発電機の過給機軸固着に関する 

報告書（補正版）の提出について 

 

2019 年 6 月 18 日 

東京電力ホールディングス株式会社 

 

 当社柏崎刈羽原子力発電所は、2018 年 8 月 30 日に発生した１号機の非常用ディーゼル

発電機の出力低下および、2018 年 9 月 6 日に確認された過給機の軸固着に関して、原因

調査結果と再発防止対策についての報告書を取りまとめ、3 月 5 日および 4 月 12 日、原

子力規制委員会に提出いたしました。報告書の内容については、5 月 30 日に同委員会にお

いて開催された「第 6 回原子力施設等における事故トラブル事象への対応に関する公開会

合」にてご説明させていただいております。 

（2019 年 5 月 30 日までにお知らせ済み） 

 

5 月 30 日の公開会合において回答した内容および、いただいたご指摘を踏まえ、内容を

補正した報告書を、本日、原子力規制委員会に提出いたしましたのでお知らせいたします。 

 

なお、4 月 12 日に提出した報告書から原因と対策の内容について変更はございません。 

 

 当社は、再発防止対策を徹底するとともに、継続的な改善に取り組み、発電所の安全性

向上に努めてまいります。 

以 上 
 

【添付資料】 

・柏崎刈羽原子力発電所１号機 非常用ディーゼル発電機（Ｂ）の過給機軸固着について

（報告書）【6 月 18 日補正版】 

 ※報告書につきましては当社ホームページを参照願います。 

 掲載場所：http://www.tepco.co.jp/press/release/2019/1515481_8709.html 

 

【本件に関するお問い合わせ】 

東京電力ホールディングス株式会社  

広報室 原子力広報グループ 03-6373-1111（代表） 
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6 月 18 日午後 10 時 22 分頃に発生した地震による当社設備への影響について 

 

2019 年 6 月 19 日 

東京電力ホールディングス株式会社 

 

 6 月 18 日午後 10 時 22 分頃、山形県沖を震源とするマグニチュード 6.8 の地震が発生

しました。 

 

 午後 11 時 15 分時点、柏崎刈羽原子力発電所、福島第一・第二原子力発電所において、

状況を確認しておりますが、モニタリングポスト、プラントパラメータの値に異常はあり

ません。 

 

その他、新潟県域における水力発電設備、送変電設備を含め、この地震による当社の主

要な電力設備への影響は確認されておりません。 

 

以 上 
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柏崎刈羽原子力発電所６、７号機の原子炉設置変更許可について 

 

2019 年６月 19 日 

東京電力ホールディングス株式会社 

 

当社は、2018 年 12 月 12 日に原子力規制委員会へ提出した、柏崎刈羽原子力発電所６、

７号機の原子炉設置変更許可申請について、2019 年 3 月 22 日に補正書を同委員会へ提出

いたしました。                  （2019年 3 月 22日お知らせ済み） 

 

本日、同委員会より、柏崎刈羽原子力発電所 6、7 号機の原子炉設置変更許可をいただき

ましたので、お知らせいたします。 

 

以 上 

 

【参考資料】 

 ・柏崎刈羽原子力発電所６、７号機原子炉設置変更許可申請の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【本件に関するお問い合わせ】 

東京電力ホールディングス株式会社  

広報室 原子力広報グループ 03-6373-1111（代表） 
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柏崎刈羽原子力発電所6、7号機
原子炉設置変更許可申請の概要

東京電力ホールディングス株式会社

2

原子炉設置変更許可申請の概要（１／４）

【原子炉設置変更許可の申請案件一覧】

＜新規制基準施行後の規則改正への対応＞

・内部溢水による管理区域外への漏えい防止

・地震時の燃料被覆管の閉じ込め機能維持

＜安全性向上のための設計変更に伴う変更＞

・浸水防止設備の変更

新規制基準施行後の規則改正への対応や安全性を向上させるための設
計変更等に伴い、原子炉設置変更許可の本文等の記載が一部変更にな
ることから、以下の通り、発電用原子炉設置変更許可申請を実施する。

１
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3

原子炉設置変更許可申請の概要（２／４）

規則 改正前 改正後

設置許可
基準規則

第九条（溢水による損傷の防止等）
2 設計基準対象施設は、発電用原子炉施設内の放射性物質を含
む液体を内包する容器又は配管の破損によって当該容器又は配
管から放射性物質を含む液体があふれ出た場合において、当該
液体が管理区域外へ漏えいしないものでなければならない。

第九条（溢水による損傷の防止等）
2 設計基準対象施設は、発電用原子炉施設内の放射性物質を含
む液体を内包する容器、配管その他の設備からの放射性物質を
含む液体があふれ出た場合において、当該液体が管理区域外へ
漏えいしないものでなければならない。

内部溢水による管理区域外への漏えい防止

内部溢水による管理区域外への漏えい防止について、改正された設置許可基準規
則に整合させた記載（管理区域外への漏えい防止の対象として容器又は配管の破
損起因以外の溢水も含む）へ変更する。

また、詳細設計の進捗に伴い、サブドレンポンプを強化（Ss機能維持，非常用電
源から給電）し、地震後においても、サブドレンポンプにより地下水の水位上昇
を抑制することで、建屋地下部のひび割れからの浸水を確実に防止する設計に変
更したため、本変更申請にあわせて添付書類に反映する。

＜サブドレンポンプ強化＞

２

4

原子炉設置変更許可申請の概要（３／４）

地震時の燃料被覆管の閉じ込め機能維持

設置許可基準規則の改正に伴い、地震時の燃料被覆管の閉じ込め機能につ
いての要求が明確化されたことから、地震時の燃料被覆管の閉じ込め機能
維持に係る設計方針を追加する。

具体的には、

運転時に生じる荷重と基準地震動による地震力を組み合わせた荷重条件でも、
炉心内の燃料被覆材の強度に十分な余裕を有し、放射性物質の閉じ込め機能に
影響を及ぼさない設計とする事を明記する。（燃料被覆管応力及び累積疲労サ
イクル評価を詳細設計で実施）

３
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5

原子炉設置変更許可申請の概要（４／４）

浸水防止設備の変更

詳細設計の進捗に伴い、関連する本文の記載を変更する。具体的には以下のとおり。

タービン補機冷却海水系の隔離インターロックの設置に伴う浸水防止設備の一部取り下げ

タービン建屋海水熱交換器エリアにおける地震時の溢水（津波の流入含む）について、タービン補機冷却海水系を海洋
から隔離するインターロックを新たに設置し、建屋への津波の継続的な流入を防止することで、浸水量の低減を図る。
当該インターロックの設置に伴い、浸水防止設備の一部が不要となる。

津波に対する止水対策範囲の変更に伴う浸水防止設備の個数変更

津波に対する止水対策範囲（以下「浸水防護バウンダリ」という。）について、詳細な設計検討結果を踏まえ、より合
理的で確実な浸水防護バウンダリに変更する。本変更に伴い、浸水防止設備である水密扉の個数が変更となる。

４

6

■設置許可申請書変更箇所

本文
一、氏名又は名称及び住所並びに代表者氏名
二、使用の目的
三、発電用原子炉の型式，熱出力及び基数
四、発電用原子炉を設置する工場又は事業所の名称及び所在地
五、発電用原子炉及びその附属施設の位置，構造及び設備
六、発電用原子炉施設の工事の計画
七、発電用原子炉に燃料をして使用する核燃料物質の種類及びその年間予
定使用量

八、使用済燃料の処分の方法
九、発電用原子炉施設における放射線の管理に関する事項
十、発電用原子炉の炉心の著しい損傷その他の事故が発生した場合におけ
る当該事項に対処するために必要な施設及び体制の整備に関する事項

添付書類
添付書類一 発電用原子炉の使用の目的に関する説明書
添付書類二 発電用原子炉の熱出力に関する説明書
添付書類三 工事に要する資金の額及び調達計画を記載した書類
添付書類四 発電用原子炉の運転に要する核燃料物質の取得計画を記載した書類
添付書類五 発電用原子炉施設の設置及び運転に関する技術的能力に関する説明書
添付書類六 発電用原子炉施設の場所に関する気象，地盤，水理，地震，社会環境

等の状況に関する説明書
添付書類七 発電用原子炉又はその主要な附属施設の設置の地点から二十キロメー

トル以内の地域を含む縮尺二十万分の一の地図及び五キロメートル以
内の地域を含む縮尺五万分の一の地図

添付書類八 発電用原子炉施設の安全設計に関する説明書
添付書類九 発電用原子炉施設の放射線の管理に関する説明書
添付書類十 発電用原子炉施設において事故が発生した場合における当該事故に対

処するために必要な施設及び体制の整備に関する説明書

変更前 変更後

ヌ その他発電用原子炉の附属施設の構造及び設備
(3) その他の主要な構造
(ⅱ)浸水防護設備
a. 津波に対する防護設備

設計基準対象施設は，基準津波に対して，その安全
機能が損なわれるおそれがないものでなければならないこと，
また，重大事故等対処施設は，基準津波に対して，重
大事故等に対処するために必要な機能が損なわれるおそ
れがないものでなければならないことから，海水貯留堰，
取水槽閉止板，水密扉，止水ハッチ，ダクト閉止板，
床ドレンライン浸水防止治具及び貫通部止水処置等によ
り，津波から防護する設計とする。

海水貯留堰（「非常用取水設備」を兼ねる。）
個 数 1

取水槽閉止板
個 数 5

水密扉
個 数 17

止水ハッチ
個 数 1

ダクト閉止板
個 数 2

床ドレンライン浸水防止治具
個 数 一式

貫通部止水処置
個 数 一式

ヌ その他発電用原子炉の附属施設の構造及び設備
(3) その他の主要な構造
(ⅱ)浸水防護設備
a. 津波に対する防護設備

設計基準対象施設は，基準津波に対して，その安全
機能が損なわれるおそれがないものでなければならないこと，
また，重大事故等対処施設は，基準津波に対して，重
大事故等に対処するために必要な機能が損なわれるおそ
れがないものでなければならないことから，海水貯留堰，
取水槽閉止板，水密扉，床ドレンライン浸水防止治具
及び貫通部止水処置等により，津波から防護する設計と
する。

海水貯留堰（「非常用取水設備」を兼ねる。）
個 数 1

取水槽閉止板
個 数 5

水密扉
個 数 一式

床ドレンライン浸水防止治具
個 数 一式

貫通部止水処置
個 数 一式

五、発電用原子炉及びその附属施設の位置，構造及び設備
イ 発電用原子炉施設の位置
ロ 発電用原子炉施設の一般構造

⇒・地震時の燃料被覆管に関する閉じ込め機能維持に
関する設計方針の追加
・内部溢水による管理区域外への漏えい防止に関する記

載を規則の条文と整合 等
ハ 原子炉本体の構造及び設備
二 核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設の構造及び設備
ホ 原子炉冷却系統施設の構造及び設備
ヘ 計測制御系統施設の構造及び設備
ト 放射性廃棄物の廃棄施設の構造及び設備
チ 放射線管理施設の構造及び設備
リ 原子炉格納施設の構造及び設備
ヌ その他発電用原子炉の附属施設の構造及び設備

⇒・浸水防止設備の変更
・内部溢水に対する防護の方針を規則の条文解釈と
整合

赤字：今回変更申請にて記載が変更となる箇所
青字：今回の変更申請に係る記載をする必要がある書類

■変更の記載例

【参考】原子炉設置変更許可申請の一例（浸水防止設備の変更）

５
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青森事業本部の設置について 

 

2019年 6月 11日 

東京電力ホールディングス株式会社 

 

当社は、「青森行動計画」を具体化していく組織として、今年度上期中を目途に「青

森事業本部」を設置することをお知らせしておりましたが（2019 年 3月 28日お知ら

せ済み）、本年 7月 1 日付けで「青森事業本部」を設置いたします。 

 

事業本部長には常務執行役の宗一誠が就任・常駐し、本社機能を現地に置くことで、

迅速な意思決定と行動を可能とし、地域の持続的な発展に貢献できるような取り組み

を検討、実施してまいります。 

 

青森事業本部は、「東通原子力建設所」に加え、「東通ヘッドオフィス」「青森オフィ

ス」「むつオフィス※」を拠点といたします。 

 

東通村に設置する「東通ヘッドオフィス」には、地域共創の取り組みを立案・実施

する「共創・企画室」、建設に係る本社のエンジニアリング機能を有する「東通建設プ

ロジェクト統括室」、地域の皆さまとのコミュニケーション活動を行う「地域コミュニ

ケーション室」を配置し、地域に根ざした事業運営を一層推進すると共に、地域への

貢献等を具体化してまいります。 

 

また、従来から青森市に設置している青森事務所の機能を現行より強化した「青森

オフィス」とし、むつ市に「むつオフィス」を新設することで、下北地域の情報発信・

理解活動をより一層強化するとともに、地域の皆さまとの信頼関係の構築に努めてま

いります。 

 

将来的には、東通原子力発電所の建設状況等を踏まえ、機能・人員等の更なる強化

も検討してまいります。 

 

当社は、青森事業本部での取り組みを通じて、地域の皆さまからのご意見・ご要望

に真摯に向き合い、地域の皆さまと共に「つくり」「はぐくみ」「あゆみつづけて」ま

いります。 

以 上 

 

※2019年度内を目途に開設予定 

 

【別紙】青森事業本部の概要 

【本件に関するお問い合わせ】 
東京電力ホールディングス株式会社 

広報室 原子力広報グループ 03-6373-1111（代表） 
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 【別紙】 

青森事業本部の概要 

 

１．設 置 日：2019 年 7月 1日 

２．所 在 地：以下の通り 

・東通ヘッドオフィス：東通村内（当面は東通原子力建設所の事務所内に設置） 

・東通原子力建設所：青森県下北郡東通村大字小田野沢字南通 2-303 

  ・青森オフィス：青森市長島 2-10-3青森フコク生命ビル 8階（現在の青森事務所） 

  ・むつオフィス：むつ市内で調整中（サテライト拠点として整備予定） 

３．事業本部長：常務執行役 宗 一誠 

４．組織改編図：以下の通り 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．各拠点場所：以下の通り 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以 上 
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2019 年 6 月 13 日 

東日本高速道路株式会社 

東京電力ホールディングス株式会社 

 

「東日本高速道路株式会社と東京電力ホールディングス 

株式会社の連携に関する協定」 の締結について 

～災害時における円滑な相互連携に向けた協定を締結～ 

 ＮＥＸＣＯ東日本（本社：東京都千代田区、代表取締役社長：小畠 徹）と東京電力ホールディング

ス株式会社（本社：東京都千代田区、代表執行役社長：小早川智明）は、本日、災害時における迅速

な復旧活動の展開を目的とした「東日本高速道路株式会社と東京電力ホールディングス株式会社の 

連携に関する協定」を締結しましたので、お知らせいたします。 

 今後、両社は本協定に基づく相互連携により、災害発生時に高速道路機能の回復と電力の復旧を

迅速に行い、被災地の復旧に繋げることで、地域社会に貢献してまいります。 

 

＜協定の概要＞ 

 

以 上 

【別紙】 
「東日本高速道路株式会社と東京電力ホールディングス株式会社の連携に関する協定」について 
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お問い合わせ先 

東日本高速道路株式会社 

【報道関係者専用】 ＮＥＸＣＯ東日本関東支社広報課 Tel. ０４８－６３１－０２２２ 

【お客さま窓口】    ＮＥＸＣＯ東日本お客さまセンター Tel. ０５７０－０２４－０２４ 

または    Tel. ０３－５３３８－７５２４ 

東京電力ホールディングス株式会社 

 新潟本社 広報総括グループ Tel. ０２５-２８３-７４６１（代表） 

 

本資料については、群馬県刀水記者クラブ、栃木県政記者クラブ、茨城県政記者クラブ、埼玉県政記

者クラブ、都庁記者クラブ、神奈川県政記者クラブ、千葉県政記者会、エネルギー記者会、経済産業

省記者会にお配りしています 
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コミュニケーション活動の報告と改善事項について
（６月活動報告）

2019年7月3日
東京電力ホールディングス株式会社 新潟本社

■改善事項

改善事項 エネルギー事情を、楽しくご理解いただくことを目的とするマンガシリーズ「エ
ネルギーのそれ、なんで？」の展開について

実施事項
昨年、12月より、フリーペーパー等に掲載してきた「エネルギーのそれ、なん
で？」に対し、好評のご意見いただいたことから、６月より掲載誌を拡大
エネルギーホールのイベントなどで来場者に配布
広報誌ニュースアトムに掲載 （2019年7月号にVol.1 自給率篇）

いただいた
声

【雑誌クルールの読者さまより、はがきでいただいた声】 ※一部抜粋
〇2019年クルール2月号で頂いた声
・マンガで説明が可愛く、わかりやすかった。（20代女性）
・知らないことを知ることが出来ました。（30代女性）

〇2019年クルール4月号で頂いた声
・マンガになっているとついつい目に入っておもしろかった。30代女性）
・原料を輸入に頼ることのデメリットを改めて感じました。（40代女性）

【エネルギーホールの来場者さまからいただいた声】
・孫と楽しんでいます。％を教えるのに苦労しました。ある程度の枚数に
なったら小冊子にしていただけると嬉しいです。県外の孫にもと思っています。

掲載月 １２月～５月 ６月以降

掲載誌
にじいろ
はっぴーママ
クルール

・にじいろ・はっぴーママ・クルール

掲載ﾃｰﾏ

〇掲載済みのもの
Vol.1 エネルギー自給率篇
Vol.2 燃料調達篇
Vol.3 火力発電への依存篇
Vol.4 CO2排出と温暖化篇

〇今後の予定
Vol.5 再生可能エネルギー篇
Vol.6 様々な発電方法のメリデメ篇

■「エネルギーのそれ、なんで？」掲載誌と掲載内容について

・月刊にいがた・月刊キャレル・月刊新潟komachi
・３６５上越・３６５長岡・３６５燕三条 6誌追加

計 9誌計 3誌
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ニュースアトムに掲載 ７月号の中に【Vol.1エネルギー自給率篇】を掲載
今後も、機会をとらえながら掲載予定
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方針１．汚染源を取り除く

方針２．汚染源に水を近づけない

方針３．汚染水を漏らさない

③地下水バイパスによる地下水汲み上げ

④建屋近傍の井戸での地下水汲み上げ

⑤凍土方式の陸側遮水壁の設置

⑥雨水の土壌浸透を抑える敷地舗装

⑦水ガラスによる地盤改良

⑧海側遮水壁の設置

⑨タンクの増設（溶接型へのリプレイス等）

（注３）配管などが入った地下トンネル。

①多核種除去設備等による汚染水浄化

②トレンチ(注３)内の汚染水除去

廃炉・汚染水対策の概要 ２０１９年６月２７日
廃炉・汚染水対策チーム会合／事務局会議

「廃炉」の主な作業項目と作業ステップ

「汚染水対策」の３つの基本方針と主な作業項目

～汚染水対策は、下記の３つの基本方針に基づき進めています～
多核種除去設備（ALPS）等

• タンク内の汚染水から放射性物質を除去しリスクを低
減させます。

• 多核種除去設備に加え、東京電力による多核種除去設
備の増設（2014年９月から処理開始）、国の補助事
業としての高性能多核種除去設備の設置（2014年
10月から処理開始）により、汚染水（RO濃縮塩水）
の処理を2015年5月に完了しました。

• 多核種除去設備以外で処理したストロンチウム処理水
について、多核種除去設備での処理を進めています。 (高性能多核種除去設備)

フランジ型タンクから溶接型タンクへのリプレース

（注１）事故により溶け落ちた燃料。

２０１４年１２月２２日に４号機使用済燃料プールからの燃料取り出しが完了し、２０１９年４月１５日より３号機使用済燃料プールからの
燃料取り出しを進めています。作業にあたっては、周辺環境のダスト濃度を監視しながら安全第一で進めます。
引き続き、１、２号機の燃料取り出し、１～３号機燃料デブリ(注１)取り出しの開始に向け順次作業を進めています。

３号機使用済燃料プールからの燃料取り出し
に向けては、燃料取り出し訓練と併せて計画
していたガレキ撤去訓練を2019年3月15日
より開始し、4月15日より燃料取り出しを開
始しました。

原子炉建屋オペレーティングフロアの線量低減対策とし
て、2016年6月に除染作業、2016年12月に遮へい体
設置が完了しました。2017年1月より、燃料取り出し用
カバーの設置作業を開始し、2018年2月に全ドーム屋根
の設置が完了しました。

使用済燃料プール
からの燃料取り出し

燃料デブリ
取り出し

原子炉施設の解体等

保管／搬出燃料取り出し
燃料取り出し
設備の設置

ガレキ撤去、
除染

保管／搬出
燃料デブリ
取り出し

解体等
設備の設計

・製作
シナリオ

・技術の検討

１、２号機 ３号機 ４号機

１号機：燃料取り出し開始 2023年度目処
２号機：燃料取り出し開始 2023年度目処
３号機：燃料取り出し開始 2018年度中頃※

４号機：燃料取り出し完了 2014年

原子炉格納容器内の状況把握／
燃料デブリ取り出し工法の検討 等

（注２）

１～３号機

2019年度

初号機の燃料デブリ
取り出し方法の確定

（注２）

燃料取り出しの状況
（撮影日2019年4月15日）

使用済燃料プールからの燃料取り出しに向けて

2019年4月15日より燃料
取り出しを開始。

※

重層的な対策による汚染水発生の抑制

• 重層的な建屋への流入対策を講じ、建屋への雨水・地下水等流入を抑制します。

• 陸側遮水壁、サブドレン等の重層的な汚染水対策により、建屋周辺の地下水位は低位
で安定的に管理されています。また、建屋屋根の破損部の補修や構内のフェーシング
等により、降雨時の汚染水発生量の増加も抑制傾向となっています。

陸側遮水壁
内側

陸側遮水壁
外側

• フランジ型タンクから、より信頼性の高い溶接型タンク
へのリプレースを進めています。

• フランジ型タンク内のストロンチウム処理水を浄化処理
し、溶接型タンクへの移送を2018年11月に完了しまし
た。また、ALPS処理水については、2019年3月に溶接
型タンクへの移送が完了しました。 (溶接型タンク設置状況)

• これにより、汚染水発生量は、約470m3/日（2014
年度）から約170m3/日（2018年度）まで低減して
います。

• 引き続き、陸側遮水壁の確実な運用により１-４号機
建屋周辺の地下水位を低位に維持するとともに、建屋
屋根破損部の補修やフェーシング等の雨水流入対策を
継続し、汚染水発生量の更なる低減を図ります。

1



安全第一福島第一安全第一福島第一安全第一福島第一

◆１～３号機の原子炉・格納容器の温度は、この１か月、約20 ℃～約30 ℃※１で推移しています。
また、原子炉建屋からの放射性物質の放出量等については有意な変動がなく

※２
、総合的に冷温停止状態を維持していると判断しています。

※１ 号機や温度計の位置により多少異なります。
※２ １～４号機原子炉建屋からの放出による被ばく線量への影響は、20１９年５月の評価では敷地境界で年間0.00023ﾐﾘｼｰﾍﾞﾙﾄ未満です。

なお、自然放射線による被ばく線量は年間約2.1ﾐﾘｼｰﾍﾞﾙﾄ (日本平均)です。

東京電力ホールディングス（株）福島第一原子力発電所の廃止措置等に向けた中長期ロードマップ進捗状況（概要版）

取り組みの状況

4号機

原子炉
格納容器
(PCV)

原子炉
圧力容器
(RPV)

燃料
デブリ

建
屋
カ
バ
ー
鉄
骨

使用済燃料
プール(SFP)

原子炉建屋(R/B)

注水

ﾌﾞﾛｰｱｳﾄﾊﾟﾈﾙ
（閉止完了）

2号機

ペ
デ
ス
タ
ル

3号機

前室

防風
フェンス

オペレーティングフロア
（オペフロ）

注水

392体 615体

陸
側
遮
水
壁

2016/3/31
凍結開始

1568/1568
凍結管設置 (本)

2015/11/9
凍結管設置完了

＊2：2012年に先行して
取り出した新燃料2体を含む

燃料取り出し用カバー

取り出し完了燃料（体）

1535/1535*2
（2014/12/22燃料取り出し完了）

1号機

３号機輸送容器２回目の
燃料取り出しを７月に開始

注水

ドーム屋根

燃料取扱機
クレーン

FHM
ガーダ遮へい体

移送済み燃料（体）＊1
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サイトバンカ建屋への流入経路を確認

＊1：共用プールのラックに
貯蔵した燃料

第４回福島第一廃炉
国際フォーラムを開催へ

3号機は、4月25日に輸送容器1回目の燃料取り出し
作業を完了し、その後、1回目の取り出し作業の振り返
り（手順や設備の改善）を行っています。

現在は、7月からの2回目以降の取り出し作業に向け

サイトバンカ建屋への地下水等の流入について、流入原因の特定の
ために、ファンネル近傍にコア抜きを行い、コア切断面の流入状況の
確認を6月20日に行いました。その結果、ビニールホースが埋設され
ていること、このホースが建屋外壁付近まで連続していると思われる

１号機ウェルプラグの調査を７月より開始
使用済燃料プールからの燃料取り出しに向けて、事故時の水素爆発の

影響により正規の位置からズレが生じたと考えられるウェルプラグ（以
下、プラグ）※の扱いを検討するため、調査を計画しています。

１号機アクセスルート構築作業を７月より再開

※：ウェルプラグ：原子炉格納容器上蓋上方に設置する
コンクリート製の蓋で3段（上,中,下段）構造

調査では、調査用と監視
用のロボット２台を上段と
中段の隙間より投入し、走
行可能な範囲で、カメラ撮
影や空間線量率の測定など
を行います。

現在、モックアップ試験
等を進めており、開口部廻
りの小ガレキを撤去した上
で、7月中旬から調査を開
始する予定です。 中段プラグ上面の走行ルート

ことを確認しました。

現在、止水対策工事完了までの
間、コア抜き箇所に仮栓を行い、
流入抑制を行っています。

今後、恒久的な止水対策の検討
に向けて、ホース内面や流入元を
確認するため、壁際を含めた上流
側の調査を検討・実施します。 コア抜き調査状況

て、ガレキ撤去及
び取り出し訓練を
進めています。

引き続き、周辺
環境のダスト濃度
等を監視しながら、
安全最優先に作業
を進めます。

原子炉格納容器内部調査に向けて、アクセスルート構築作業を進めています。
6月4日にX-2ペネトレーション内扉の穿孔作業（約5分）を行い、監視データの傾向を確認した

ところ、放射性物質濃度を低減させるフィルタの手前で測定していた仮設モニタのダスト濃度が作
業管理のために設定した値より上昇※したため、一旦立ち止まり、データの確認・評価を実施する
こととしました。

今回の作業で、フィルタを通過した後の本設
モニタや敷地境界付近のダストモニタ等に有意
な変動がなく、環境への影響はないことを確認
しています。

今後、7月中の作業再開を目標に作業手順の
検討等を行い、安全最優先で作業を進めます。

第三セシウム吸着装置の
運用を７月より開始

建屋滞留水処理及び浄化を加速す
るために第三セシウム吸着装置の設
置を進めており、1月に使用前検査
の終了証を受領しています。

更なる性能向上のため、新規吸着
材の確認運転・評価を行い、性能向
上の見込みが得られたことから、7
月上旬より運用を開始します。

これにより、他のセシウム吸着装
置も活用しながら、建屋水位低下作
業など状況に応じた対応が可能とな
ります。

※1： フィルタは1ユニットでダストを1/1000以下に除去する能力を有している。

8月４日（日）富岡町、８月５日
（月）いわき市において、第４回福
島第一廃炉国際フォーラムが開催さ
れます。（主催：NDF※）

１日目は、参加者全員が廃炉につ
いて考えるとともに、地元代表者の
方々が専門家と率直な意見交換を行
います。２日目は、地元と一体とな
った廃炉の在り方などについて議論
します。

※：原子力損害賠償・廃炉等支援機構

：走行ルート
（状況により変更の可能性あり）
：アクセス可（想定）
：アクセス不可

ロボット
投入

既存の
吊りラグ

東
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南

西

中段中央 中段西中段東

中段プラグ
拡大図

※数時間で作業前の濃度レベルに低下したことを確認しております。

ガレキ撤去後ガレキ撤去前

新燃料

取り出し１体目の
新燃料の位置

燃料なし

流入抑制対策
（仮栓）状況
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敷地境界

MP-1

MP-2

MP-4

※モニタリングポスト（MP-1～MP-8）のデータ

敷地境界周辺の空間線量率を測定しているモニタリングポスト(MP)のデータ（10分値）は0.416μSv/h～ 1.426 μSv/h（2019/5/29 ～ 2019/6/25 ）。

MP-2～MP-8については、空間線量率の変動をより正確に測定することを目的に、2012/2/10～4/18に、環境改善（森林の伐採、表土の除去、遮へい壁の設置）の工事を実施しました。

環境改善工事により、発電所敷地内と比較して、MP周辺の空間線量率だけが低くなっています。

MP-6については、さらなる森林伐採等を実施した結果、遮へい壁外側の空間線量率が大幅に低減したことから、2013/７/10～７/11にかけて遮へい壁を撤去しました。

MP-6

提供：日本スペースイメージング（株）2018.6.14撮影
Product(C)[2018] DigitalGlobe, Inc.

MP-3

MP-5

MP-7

MP-8

第三セシウム吸着装置の
運用を７月より開始

サイトバンカ建屋への
流入経路を確認

凍土方式による
陸側遮水壁

第４回福島第一廃炉
国際フォーラムを開催へ

３号機輸送容器２回目の
燃料取り出しを７月に開始

１号機ウェルプラグの調査を７月より開始

１号機アクセスルート構築作業を７月より再開
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 2019 年７月３日 

東京電力ホールディングス株式会社 

 

委員ご質問への回答 

 

＜宮崎委員＞  

フイルタベントについて、第 191 回資料「柏崎刈羽原子量発電所における安全対策の取り

組み状況について」によれば、6，7 号機フイルタベントは詳細設計中となっています。こ

れまでの説明によれば、フイルタベントを支える地中杭が地盤の液状化によって、座屈する

可能性があり、これを防止する対策を検討していると言うことでした。ABWR 格納容器の

容積が BWR に比べて小さいわけですから、重大事故を考えればフイルタベントの設置はな

くてはならないものです。しかし、新規制基準の適合性審査に合格した設備であるにもかか

わらず検討期間が長く、適合性審査を疑わしく感じます。 

Q．適合性審査に合格したにもかかわらずフイルタベントの詳細設計が長引いている理由はなん

ですか。 

Ａ．  

○ 地上式フィルタベント本体の設計については完了しておりますが、その周辺の地盤改良等の

影響を踏まえ、付帯する設備に関する追加の詳細設計を実施しています。 

○ また、周辺で実施している他の工事と干渉する設備の設計についても一部見直しが生じてお

ります。 

○ 地上式フィルタベント基礎の液状化対策については、１月末から近接する７号機の軽油移送

系配管ダクト周辺の地盤改良工事を開始しており、この配管ダクトに近接する７号機のフィ

ルタベント基礎周辺についても順次進めているところです。 

 

 



Q．液状化対策の取り組みで、詳細設計中のものはほかにもありますが、長引いている理由はな

んですか。①軽油タンク基礎 ②アクセス道路 ③共用サービス建屋 

Ａ． 

①軽油タンク基礎 

○ 上記の７号機フィルタベント基礎と同様に、１月末から近接する７号機の軽油移送系配管

ダクト周辺の地盤改良工事を開始しており、配管ダクトに近接する７号機の軽油タンク 

基礎の周辺についても順次進めております。 

○ また、６号機の軽油タンクについては、設計もまとまり、現在、事前の計画・準備作業を

行っています。 

 

②アクセス道路 

○ アクセス道路は、設計も概ねまとまり、工事を開始できる状況になってきておりますが、

日常的にも使用するものであることから、周辺の作業との調整をし、調整が整った箇所 

から工事を開始するための準備を進めています。 

 

③共用サービス建屋 

○ これまで対策工事の設計を進めておりましたが、この夏からの工事開始に向けて準備を 

進めています。 

 

Ｑ．6,7 号機における自主的取り組みとなっている「地下式フイルタベント」の対応状況は「工

事中」です。地上式より工事がすすんでいるということですか。 

Ａ． 

○ 地上式、地下式いずれも工事中ですが、地上式の方が進んでおります。なお、完成見込み時期

は未定となります。 

 



Q．H27 年5 月27 日付「フイルタベント設備について」によれば「地下式フイルタベント」は

建屋と同じ支持層に建設され、原子炉建屋にぴったり接して屋上が地表面と同じになるとな

っています。設備建物の高さは26m ほどであると理解してよろしいですか。 

Ａ． 

○ 地下式フィルタベントについては、特定重大事故等対処施設として活用する可能性があるた

め、機密情報管理の観点から情報の開示は差し控えさせていただきます。 

 

Ｑ．地下式フイルタベントは、液状化の心配がないと理解します。地上式フイルタベントが液状

化で座屈する心配があるなら、地下式フイルタベントを新規制基準の適合性審査の対象にし

ないのですか。地下式が地上式を越えられない欠陥があるからと思います。教えてくださ

い。  

Ａ． 

○ 新規制基準適合性の審査においては「原子炉格納容器内の圧力を大気中に逃がすために必要

な設備を設けなければならない」ことが要求されており、地下式フィルタベントも、地上式フ

ィルタベントと同様の機能を有するものです。 

○ なお、フィルタベントに加え、代替循環冷却系も原子炉格納容器の過圧破損を防止するための

設備として位置付けられています。 

 

 

 

 

 

 

 



第191 回の会で特定重大事故等対策施設について、東電は詳しいことは説明できないとしま

したが、新潟日報では、「1,6,7 号機に関する特重施設を申請」とか「柏崎側と刈羽側、少な

くても2 か所以上」と報道しています。また、山田工業KK がH26 年 10 月から柏崎刈羽原

子力発電所特定重大事故対策工事を行い、施設の連絡ダクト新設工事、建屋杭鉛直載荷試験

工事、屋外照明設備整備工事が行われていると工事が進んでいることを公表しています。か

なり出来上がっているのではありませんか。 

とかく東電は、隠そう隠そうとしている企業と思われています。特重施設はテロ対策として

必要なことですから、この程度の説明をしてください。 

Q．東電は新規制基準の適合性審査合格が、2017 年 12 月でした。5 年後、2022 年 12 月ま

でに特重施設は完成し、認可が下りる見通しでいますか。 

Ａ． 

○ 経過措置の起算点となる 6/7 号機の本体施設等の工事計画の審査中のため、特重施設の経過

措置の起算点が確定しておらず、現時点では見通せていません。 

 

Q．「安全対策の取り組み状況について」毎回、報告してもらっていますが、特重施設の状況が

載っていないように思います。どのような項目で載っていますか。 

Ａ． 

○ 特定重大事故等対処施設の状況については、現状、機密情報管理の観点から、毎月の「安全 

対策の取り組み状況について」への記載も差し控えさせていただいておりますが、どのような

内容であればお知らせすることができるか、今後検討してまいります。 

以 上 


